
省エネルギー設備投資に係る利⼦補給⾦
助成事業費補助⾦
令和2年度予算案額 12.7億円（15.0億円）

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
省エネルギー課
03-3501-9726

事業の内容

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

事業イメージ
事業⽬的・概要

 省エネ設備の新規導⼊や増設、省エネ取組のモデルケースとなり得る事業等
に対して⽀援を⾏い、資⾦調達が障壁になり⼆の⾜を踏んでいる事業者の省
エネ投資を促進します。

 具体的には、新設事業所における省エネ設備の新設や、既設事業所におけ
る省エネ設備の新設・増設に加え、物流拠点の集約化に係る設備導⼊、更
にはエネルギーマネジメントシステム導⼊等によるソフト⾯での省エネ取組に際し、
⺠間⾦融機関等から融資を受ける事業者に対して利⼦補給を⾏います。

成果⽬標

 平成24年度から令和3年度までの事業であり、令和12年度までに本事業含
む省エネ設備投資の更なる促進により、原油換算で1,846万klの削減を⽬
指します。

 令和２年度は新たに125件程度の利⼦補給を実施し、⺠間⾦融機関等の
融資を活⽤した省エネルギー投資の更なる促進を通じて約820万klの削減を
⽬指します。

増設

⽀援対象事業例③
ソフト⾯での省エネ取組

エネルギー消費効率の
⾼いボイラー 既設ボイラー

新設ビル

⾼効率空調

導⼊

⽀援対象事業例①既設⼯場への新たなボイラーの増設

国

⺠間事業者等

①⾦融機関等の指定
②定額（利⼦補給⾦1.0%以内）

⺠間団体等
補助

⺠間⾦融機関等
貸付

返済

⽀援対象事業例②
新設ビルへの設備導⼊

導⼊

エネルギーマネジメントシステム⾼効率照明
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＜お問い合わせ先＞
⼀般社団法⼈ 環境共創イニシアチブ
事業第１部 利⼦補給担当
TEL:03-5565-4460

補助対象は、省エネルギー設備を新設・導⼊する事業を実施するための資⾦について、
資源エネルギー庁に指定された⾦融機関（指定⾦融機関）から新たに受ける融資

以下いずれかの要件を満たすこと
①エネルギー消費効率が⾼い省エネルギー

設備を新設、⼜は増設する事業
②省エネルギー設備等を新設、⼜は増設し、

⼯場・事業場全体におけるエネルギー消
費原単位が１％以上改善される事業

③データセンターのクラウドサービス活⽤やＥ
ＭＳの導⼊等による省エネルギー取組に
関する事業

＜利⼦補給対象事業＞
＜利⼦補給率＞

貸付利率 1.1%以上の場合
1％以内

貸付利率 0.1%以上 1.1%未満の場合

貸付利率 ー 0.1％以内
例︓貸付利率が 1.01% の場合･･･

利⼦補給率は 1.01 - 0.1= 0.91%以内

＜利⼦補給対象融資期間・利⼦補給⾦⽀払＞

利⼦補給期間 利⼦補給⾦⽀払
最⼤１０年間 年２回

平成31年度 省エネルギー設備投資に係る利⼦補給⾦

最⼤1％
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平成31年度 省エネルギー設備投資に係る利⼦補給⾦

愛知銀⾏、⾜利銀⾏、アルプス中央信⽤⾦庫、飯⽥信⽤⾦庫、伊予銀⾏、岩⼿銀⾏、上⽥信⽤⾦庫、
愛媛銀⾏、遠州信⽤⾦庫、⼤垣共⽴銀⾏、⼤垣⻄濃信⽤⾦庫、⼤阪信⽤⾦庫、岡崎信⽤⾦庫、
沖縄振興開発⾦融公庫、⿅児島銀⾏、北九州銀⾏、岐⾩信⽤⾦庫、君津信⽤組合、紀陽銀⾏、
熊本銀⾏、桑名三重信⽤⾦庫、群⾺銀⾏、ぐんまみらい信⽤組合、興能信⽤⾦庫、甲府信⽤⾦庫、
埼⽟りそな銀⾏、静岡銀⾏、七⼗七銀⾏、新発⽥信⽤⾦庫、⼗六銀⾏、商⼯組合中央⾦庫、荘内銀⾏、
常陽銀⾏、新湊信⽤⾦庫、親和銀⾏、諏訪信⽤⾦庫、静清信⽤⾦庫、第四銀⾏、⾼岡信⽤⾦庫、
⾼崎信⽤⾦庫、但⾺信⽤⾦庫、⽟島信⽤⾦庫、中国銀⾏、銚⼦信⽤⾦庫、筑波銀⾏、都留信⽤組合、
東北銀⾏、栃⽊銀⾏、富⼭銀⾏、⻑野銀⾏、⻑野県信⽤組合、⻑野信⽤⾦庫、⻄中国信⽤⾦庫、
⽇本政策投資銀⾏、⽇本⽣命保険、農林中央⾦庫、のと共栄信⽤⾦庫、⼋⼗⼆銀⾏、肥後銀⾏、
ひまわり信⽤⾦庫、百五銀⾏、広島銀⾏、福井銀⾏、福井信⽤⾦庫、福岡銀⾏、北都銀⾏、北陸銀⾏、
北海道信⽤⾦庫、北國銀⾏、三重銀⾏、三重県信⽤漁業協同組合、みずほ銀⾏、三井住友銀⾏、
三井住友信託銀⾏、三菱UFJ銀⾏、宮崎銀⾏、もみじ銀⾏、⼭⼝銀⾏、⼭梨中央銀⾏、りそな銀⾏、
稚内信⽤⾦庫

2019年11⽉27⽇時点（五⼗⾳順）

（参考）指定⾦融機関⼀覧（81⾦融機関）

指定⾦融機関のお問い合わせ窓⼝は、⼀般社団法⼈環境共創イニシアチブのホームページをご参照ください。

https://sii.or.jp/rishihokyu31/financial-list.html
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中⼩企業・⼩規模事業者
低利融資

（株）⽇本政策⾦融公庫

中⼩企業事業 ７億２千万円
国⺠⽣活事業 ７千２百万円

貸付限度額

法定耐⽤年数を超過した既存設備を更新・増強するための同種の新たな設備で
あって、⼀定の要件を満たした設備

設備要件

基準⾦利－０．６５％
融資利率

対象者
省エネ設備の導⼊を⾏い、省エネルギーの推進を図る中⼩企業、個⼈事業主 等
（中⼩企業、個⼈事業主は⽇本政策⾦融公庫の定義による）

⽇本政策⾦融公庫
事業資⾦相談ダイヤル

０１２０－１５４－５０５

２０年以内
貸付期間

令和２年３⽉３１⽇まで
取扱期間

令和元年度 環境・エネルギー対策貸付（省エネ設備関連）

⽇本政策⾦融公庫による省エネルギー低利融資制度

御相談は、お近くの⽇本政策⾦融公庫⽀店
もしくは下記の相談ダイヤルへ
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中⼩企業等に対する省エネルギー診断事業費補助⾦
令和2年度予算案額 9.6億円（10.7億円）

資源エネルギー庁
省エネルギー･新エネルギー部
省エネルギー課
03-3501-9726

事業の内容

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

事業イメージ

 省エネルギー診断や省エネ相談地域プラットフォームの構築など、中⼩企業等の省エネを
推進するための⽀援を⾏います。

(1)省エネ診断事業・情報提供事業 (平成16年度~令和２年度)
中⼩企業等に対して省エネ診断を無料で実施し、診断で得られた事例を様々な媒体を通
じて横展開するとともに、⾃治体や⺠間団体等が実施する省エネ関連のセミナーに講師を無
料で派遣します。

(2)地域の省エネ取組⽀援事業 (平成26年度~令和２年度)
省エネやCO2削減に係る相談に対応できる⽀援拠点を全国に構築する(省エネルギー相談
地域プラットフォーム構築事業)とともに、地域の省エネ相談に係る窓⼝や⽀援施策などを
ポータルサイトに公開し(地域の省エネ推進情報提供事業)、地域における省エネ⽀援の充
実化を図ります。

 省エネ診断等による徹底的なエネルギー管理の実施により、令和12年度の省エネ効果
235.3万klを⽬指します。それに向け、令和２年度は104万klの省エネ効果を⽬指し
ます。

事業者・地⽅
公共団体等国 ⺠間団体等

⺠間団体等
（地域プラッ
トフォーム）

診断・情報提供
講師派遣

(1)省エネ診断事業・情報提供事業

(2)地域の省エネ取組⽀援事業

国 ⺠間団体等 事業者補助
（定額）

補助
（定額）

補助
（定額）

相談
・対応

（１）省エネ診断事業・情報提供事業

診断によって得られた事例の横
展開や省エネ関連のセミナーへ
の無料講師派遣を⾏う。

⼯場・ビル等のエネルギーの管理状況を診
断し、設備の運⽤改善や⾼効率設備への
更新等の提案を⾏う。

【改善提案例】
・空調の運⽤改善
・照明の運⽤改善
・照明の⾼効率化更新
・ボイラの空気⽐適正化
・ディマンド監視装置の活⽤
・蒸気・温⽔⽤配管、バルブ等の保温対策

情報提供省エネ診断

（２）地域の省エネ取組⽀援事業

エネルギー使⽤状況の把握から省エネ計画の策定・実施・⾒直しまで、
経営状況も踏まえつつ、中⼩企業等の取組を⼀貫して⽀援

■省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業

コーディネーター

経営の
専⾨家

省エネの
専⾨家

計画の⾒直し
⽀援等

省エネの計画
の策定⽀援等

運⽤改善・
設備更新の
⽀援等

フォローアップ

ＰＤＣＡ
⽀援を⼀
貫して⾏う

Do
実⾏
Do
実⾏

Plan
計画
Plan
計画

Act
改善
Act
改善

Check
評価

Check
評価

省エネ診断事業
（経産省）

CO2ポテンシャル
診断事業
（環境省）

省エネ・CO2削減に係る取組の⽀援

診断

中⼩企業等

成果⽬標

事業⽬的・概要
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⼀般財団法⼈ 省エネルギーセンター 省エネ診断事務局
〒108-0023 東京都港区芝浦2-11-5 五⼗嵐ビルディング TEL︓03-5439-9732 FAX︓03-5439-9738 
Email︓ene@eccj.or.jp

「省エネ診断」は電⼒や燃料・熱など「総合的な省エネ⾏動をサポートする」診断サービスです。

次のいずれかが対象です。
① 中⼩企業(中⼩企業基本法で規定される事業者)
② 年間のエネルギー使⽤量(原油換算値)が、原則

として１００ｋL以上１，５００ｋL未満の⼯場・
ビル等

診断の対象

以下の事項について、診断いたします。
① ⼯場・ビル等における燃料や電気の使い⽅に

関する事項
② より効率的な機器の導⼊、適切な運転⽅法⾒

直しに関する事項
③ エネルギー合理化につながる適切な設備管理、

保守点検に関する事項
④ エネルギーロスに関する事項
⑤ 温度、湿度、照度等の適正化に関する事項 等

主な診断内容

● 診断を希望される⼯場・ビル等の燃料や電気の使⽤状
況とともに、お申し込みをいただきます。

● ⽇程等を調整後、電気・熱の専⾨家を派遣いたします。
● 現地では、実際の設備や運転管理状況等を確認させて

いただき、診断結果をレポートとしてまとめ、説明会
で丁寧にわかりやすくご説明します。

診断の流れ

無料省エネ診断のお問い合わせ先
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 蛍光灯のLED化や空調設備の運⽤改善等、省エネを⾏うことで⼤幅なコスト改善につながる。し
かし、省エネノウハウのない中⼩企業の省エネを促進するためには専⾨家による指導が必要。

 全国に省エネ相談地域プラットフォームを構築し、省エネに関する相談窓⼝を各地に設けることで、
中⼩企業の省エネ取組の推進を図る。

経営改善のために省エネをしたい

省エネルギー相談地域プラットフォーム

省エネルギー相談地域プラットフォーム
とは…

連 携

計画の⾒直し
⽀援等

省エネの計画の
策定⽀援等

▶運⽤改善・設備更
新の⽀援
▶補助⾦・融資制度
等の案内等

フォローアップ等

ＰＤＣＡ
⽀援を⼀貫

して⾏う

Plan
計画
Plan
計画

Do
実⾏
Do
実⾏

Check
評価

Check
評価

Act
改善
Act
改善

※省エネ取組の⽀援の流れ

中⼩企業の省エネ取組を⽀援（※）

省エネ⽀援事業者
（コーディネーター）

経営
専⾨家

省エネ
専⾨家⾦融機関

中⼩企業者

▶省エネ⽀援事業者が地域の専⾨家（省エ
ネや経営の専⾨家）や⾃治体、⾦融機関等
と協⼒して作る「省エネ⽀援の連携体」

▶エネルギー使⽤状況の把握から省エネ計
画の策定・実施・⾒直しまで、⼀貫して中
⼩企業の取組をきめ細かに⽀援

省エネルギー相談地域プラットフォーム事業の概要

専⾨家派遣 15⼈回まで無料

しかし、どのように取り組むべきかわからない
専⾨的な知識を持つ⼈材がいない
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（参考）省エネ診断と省エネルギー相談地域プラットフォームの連携
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⽀援地域 事業者名 連絡先 ⽀援地域 事業者名 連絡先

1 茨城県全域 ⼀般社団法⼈
⽇本エコ協会 029-846-1555 10 東京都全域

⼀般社団法⼈
⾃然と⽂化創造コンソー
シアム

090-2335-6969

2 栃⽊県全域 栃⽊県 028-623-3187 11 東京都全域 ⼀般社団法⼈
東京技術⼠会 03-3634-4368

3 群⾺県全域 ⼀般社団法⼈
群⾺県技術⼠会 090-6122-6855 12 神奈川県全域 ⼀般社団法⼈

エコウェーブ21 0466-21-9191

4 群⾺県全域
⼀般社団法⼈
ぐんま資源エネルギー循環
推進協会

0277-74-5974 13 新潟県全域 ⼀般社団法⼈
環境省エネ推進研究所 025-263-0100

5 埼⽟県・千葉県
神奈川県全域

⼀般社団法⼈
エネルギーから経済を考える
経営者ネットワーク会議

090-8506-1025 14 ⼭梨県全域 ⼭梨県商⼯会連合会 055-235-2115

6

宮城県・⼭形県
福島県・埼⽟県
千葉県・東京都

神奈川県
⼤阪府全域

⼀般社団法⼈
カーボンマネジメントイニシア
ティブ

03-6912-4471 15 ⻑野県全域 ⼀般社団法⼈
⻑野県経営⽀援機構 026-237-2530

7 埼⽟県全域 特定⾮営利活動法⼈
環境ネットワーク埼⽟ 048-749-1217 16 静岡県全域 ⼀般社団法⼈

静岡県環境資源協会 054-252-9023

8 千葉県全域 特定⾮営利活動法⼈
NPOテクノサポート 080-2266-4699 17 静岡県 掛川市

菊川市・島⽥市
⼀般社団法⼈
中東遠タスクフォースセンター 0537-23-4675

9 東京都
神奈川県全域

⼀般社団法⼈
資源エネルギー研究協会

東京:03-6380-0759
神奈川:044-571-9369

2019年度　省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業
採択事業者⼀覧（関東経済産業局管内 17事業者）　※全国51事業者
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 中⼩企業の省エネ取組について様々な⽅⾯から⽀援を⾏うため、省エネルギー相談地域
プラットフォームに加え、⾃治体や⾦融機関、商⼯会議所といった省エネ取組⽀援を⾏う地域の窓
⼝を「全国省エネ推進ネットワーク」とし、ポータルサイト上で公開。

 省エネに関する有益な情報発信をはじめ、中⼩企業の省エネ取組を総体的に⽀援する。
※ 47都道府県に161＜プラットフォーム51、⾃治体47、⾦融機関49、その他機関（地域の財団法⼈等）14＞の窓⼝

支援窓口の連絡先

支援窓口が提供している
支援施策・制度等

支援窓口が発信する
新着情報（公募・セミナー等）

地域や団体属性で
支援窓口を検索

https://www.shoene‐portal.jp/■全国省エネ推進ネットワーク ポータルサイト

（参考）全国省エネ推進ネットワーク
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⾰新的な省エネルギー技術の開発促進事業
令和2年度予算案額 80.0億円（87.8億円）

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
省エネルギー課
03-3501-9726

事業の内容

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

国
新エネルギー・産
業技術総合開発
機構（NEDO）

交付⾦

事業イメージ
事業⽬的・概要
本事業では、エネルギー基本計画（平成30年7⽉閣議決定）に基づ

き、「業種横断的に、⼤幅な省エネルギーを実現する⾰新的な技術の開
発を促進」します。

(1) 戦略的省エネルギー技術⾰新プログラム(平成24年度~令和3年度)
⾰新的な省エネルギー技術について、シーズ発掘から事業化まで⼀貫して

⽀援を⾏うテーマ公募型技術開発⽀援を実施します。令和2年度は省エネ
ルギー技術戦略の重要技術（令和元年7⽉改訂）を重点的に⽀援しま
す。
(2) 未利⽤熱エネルギーの⾰新的な活⽤技術研究開発事業

(平成27年度~令和4年度）
⼯場における加熱⼯程等で、有効に活⽤されずに捨てられている熱を削

減・回収・再利⽤する技術を開発し、省エネ・省CO2の促進を⽬指します。
具体的には、⾼温（1,500℃以上）で使⽤可能な断熱材の開発等によ
り、省エネ⼯場の構築等を実現します。令和2年度は試作品開発などにより
実⽤化への道筋をつけます。
成果⽬標
(1)我が国におけるエネルギー消費量を令和12年度に原油換算で1,000

万kl削減することを⽬指します。
(2)未利⽤熱エネルギーの削減・回収・再利⽤技術の開発・実⽤化によっ

て、令和12年度において約487万t／年のCO2削減を⽬指します。

企業
⼤学等

(1) 補助
（２/3、1/2、1/3）

テーマ設定型
事業者連携スキーム

5年以内5年以内

事
業
化

※インキュベーション研究開発フェーズ単独の実施は不可

実証開発
フェーズ

実⽤化開発
フェーズ

インキュ
ベーション
研究開発
フェーズ

採
択
審
査

2年以内2年以内

SG審査

3年以内3年以内 3年以内3年以内

採択
審査

基本スキーム

SG審査

採択
審査

採択
審査

(1) 戦略的省エネルギー技術⾰新プログラム

技術研究組
合、企業等

(2) ①、②委託
③補助(2/3)

(2) 未利⽤熱エネルギーの⾰新的な活⽤技術研究開発事業

Reduce

Reuse
熱を再利⽤する技術

③ヒートポンプ

Recycle

熱を変換して利⽤する技術

②熱電変換

熱の使⽤量を減らす技術
①断熱

熱の３Ｒ

⾼性能断熱材

熱の利⽤技術（要素技術の開発）
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貨物輸送事業者と荷主の連携等による
運輸部⾨省エネルギー化推進事業費補助⾦
令和2年度予算案額 62.0億円（62.0億円）

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
省エネルギー課
03-3501-9726

事業の内容

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

国 ⺠間企業等

補助︓②（1/2）

事業イメージ
事業⽬的・概要
運輸部⾨の最終エネルギー消費量は全体の約2割で産業部⾨に次い

で多く、当該部⾨の省エネ対策を進めることが重要です。

本事業では令和元年度から令和2年度の2年間において、昨今課題と
なっている輸送の⼩⼝・多頻度化、⻑時間の荷待ちの発⽣、積載率の
低下等の状況を踏まえ、物流全体の効率化を図るため、トラック事業者
と荷主等との連携について実証事業を⾏い、その成果を事業者に展開
します。

 また、⾰新的省エネルギー技術と省エネスクラバーの組合せ等による省エ
ネルギー効果の実証を⾏い、省エネルギー船舶の普及を促進します。

併せて、⾃動⾞の不具合等の発⽣傾向をあらかじめ把握できる環境整
備を推進することで、使⽤過程⾞の省エネ性能維持を推進します。

成果⽬標
本事業及びその波及効果によって、運輸部⾨におけるエネルギー消費量

を令和12年度までに原油換算で年間約126万kl削減、令和2年度中
に約52万kl削減を⽬指します。

①⾞両動態管理システムや予約受付システム等を活⽤したトラック事業者と
荷主等の連携による省エネルギー効果の実証を⾏います。

②内航海運事業者等に対し、⾰新的省エネルギー技術のハード対策、省エ
ネルギー型スクラバー、運航計画や配船計画の最適化等のソフト対策を
組み合わせた省エネルギー船舶の設計建造等の経費を⽀援することによ
り、内航海運の更なる省エネルギー化を⽬指します。

⺠間団体等
補助

補助︓
①（1/2, 1/3)
③（1/3）

使⽤過程⾞の燃費向上

貨物輸送の効率化

発荷主Ｃに寄り
荷物の集荷を

お願いします。

（Ⅰ）往路

（Ⅱ）復路

リアルタイムに位置情報を把握することで、
最短距離、最短時間で向かえる車両の選択
が可能となり、効率性が向上。

通常

動態管理システム活用
【発荷主Ａ】

【着荷主Ｂ】

（Ⅰ）往路

（Ⅱ）新たな荷物の集荷

荷物の集荷を
お願いします。

【着荷主Ｄ】

（Ⅲ）荷物を配送

【発荷主Ｃ】

（Ⅳ）復路

⼆重反転プロペラ 航海計画⽀援システム
ソフト対策省エネルギー型スクラバー

空気潤滑システム
ハード対策

③⾃動⾞の不具合等を検出できる「スキャンツール」を整備⼯場・
⾃動⾞関連施設に導⼊し、当該不具合等の発⽣傾向をあらか
じめ把握できる環境整備を推進します。
これにより不具合等の迅速かつ適切な修理を可能とし、使⽤過
程⾞の省エネ性能の維持を図ります。
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平成30年度の省エネ法改正により、省エネ法の規制対象事業者として
新たに追加された「認定管理統括事業者」及び「管理関係事業者」も、
対象事業者に加える。

 2030年度のエネルギーミックスの実現に向け、省エネ法の規制対象事業者等を対象とした①中⻑期的な計
画に基づく⽣産設備等に係る省エネ投資、②ＩｏＴ等を活⽤し個社の枠を超えて複数事業者が連携する
⾼度な省エネ投資を促進する。

 中⻑期的な計画に基づく省エネ投資の対象事業者を拡⼤の上、適⽤期限を令和３年度末まで延⻑し、省
エネ投資をさらに促す。

対象事業者の拡⼤

②複数事業者が連携して実施する省エネ投資①中⻑期的な計画に基づく省エネ投資
 既に相当程度省エネを進めている省エネ法の規制対象事業者による

中⻑期的な計画に基づく省エネ投資を対象に特別償却等を講じる。

産業⽤ヒートポンプ ⾼性能ボイラ対象設備
（例） コジェネ

事業者 国

定期報告書・
中⻑期計画書の提出

定期報告書に基づく
クラス分け評価

クラス分け評価で２年連続Ｓクラスとなった事業者が⾏う省エネ投資を後押し
※特別償却（20％）⼜は税額控除（７％、中⼩企業のみ）

 省エネ法上の認定を受けた連携省エネルギー計画及び荷主連携省エ
ネルギー計画の実施に必要な設備等を対象に特別償却等を講じる。

メーカーB社
上⼯程

統合・集約

廃⽌

増エネ

下⼯程

下⼯程

半製品の供給Ａ社とＢ社
全体で省エネ

メーカーA社
省エネ

更新・増強

製品

製品

（⼯場連携の例）製造⼯程の統合・集約

（荷主連携の例）物流拠点の共同化／共同輸配送

中継地にて
荷物⼊替を実施

＜関東＞ ＜中部＞ ＜関⻄＞

Ｃ社

Ｄ社

Ｃ社

Ｄ社

対象設備

出荷状況
管理システム

対象設備

連携

上⼯程

省エネ再エネ⾼度化投資促進税制（令和2年度税制改正）
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経済産業省関係令和元年度補正予算案のポイント（合計9,135億円）

Ⅰ．災害からの復旧・復興と安全安⼼の確保
１．廃炉・汚染⽔対策の徹底【169億円】
２．被災中⼩企業の⽣業再建⽀援等【383億円】
３．台⾵災害を踏まえた防災減災、国⼟強靭化の推進【329億円】

・国⺠⽣活や経済活動に不可⽋な電⼒・燃料の安定供給を確保するための施策を推進。
（⾃家発電設備や電動⾞・充放電設備の導⼊、住⺠拠点SSの整備、ゼロエネルギーハウスの推進等）

Ⅱ．経済の下振れリスクを乗り越えようとする者への⽀援
１．中⼩企業の⽣産性向上【3,660億円】

①中⼩機構が複数年にわたり中⼩企業の⽣産性向上を継続的に⽀援する「⽣産性⾰命推進事業」
（仮称）を創設。設備投資、IT導⼊、販路開拓等の⽀援を⼀体的かつ機動的に実施。

②よろず⽀援拠点等の⽀援体制を充実するほか、⽣産性及び省エネ性能の⾼い設備更新を⽀援。
２．事業承継の円滑化【64億円】
３．海外展開企業の事業円滑化【60億円】
４．イノベーションの担い⼿の輩出【75億円】
５．資源・エネルギー供給源の⼀層の多⾓化【459億円】

Ⅲ．未来への投資と今後を⾒据えた経済活⼒の維持・向上
１．Society5.0時代の⾼齢運転者による交通事故対策【1,134億円】
２．今後の競争⼒の核となる基盤技術の開発【1,116億円】
３．Society5.0、SDGsの実現に向けたイノベーションの推進【184億円】
４．キャッシュレス・ポイント還元の消費下⽀え等【1,502億円】
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ネット・ゼロ・エネルギー・ハウスを活⽤した
レジリエンス強化事業費補助⾦
令和元年度補正予算案額 20.0億円

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
省エネルギー課
03-3501-9726

事業の内容

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

事業イメージ
事業⽬的・概要
台⾵15号による災害を踏まえ、⾃然災害等に伴う⻑期停電リスクを回避

可能な住宅モデル等を推進していくため、停電時においても⾃⽴的に電⼒
供給可能な、ZEHを活⽤した地域防災拠点の整備及びレジリエンス性を
備えたネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）の導⼊を進めていくことが重
要。そこで、以下の2つの事業を⾏う。

 (1)コミュニティZEHによるレジリエンス強化事業
避難所等のように災害時に地域に貢献する施設等と住宅とが⼀体となっ
てネット・ゼロ・エネルギー達成を⽬指すコミュニティ（コミュニティZEH）
構築に係る環境整備に⽀援を⾏う。

 (2)ZEH＋R強化事業
ZEHビルダー/プランナーが設計、建築、販売する⼾建住宅を対象に、
ZEHよりも先進的なモデルであるZEH+の定義を満⾜し、①蓄電システ
ム ②太陽熱利⽤システム ③停電⾃⽴型燃料電池のうち⼀つ以上の
設備を導⼊する住宅（ZEH+R）に対し⽀援を⾏う。

＜補助対象住宅等＞(1)コミュニティZEH(住宅、共⽤設備等) (2)ZEH+R
＜補助対象設備＞

(1)住宅に係る費⽤(⾼断熱外⽪、空調、給湯等)
共⽤設備に係る費⽤(EV充放電設備、⾃営線等)

(2)住宅に係る費⽤(⾼断熱外⽪、空調、給湯等)

国 ⺠間企業等 事業者等

補助 補助（定額(住宅)、1/2(共⽤設備)）

コミュニティZEHによるレジリエンス強化のイメージ

ZEH+Rのイメージ

+
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⽣産設備におけるエネルギー使⽤合理化等事業者⽀援事業
費補助⾦
令和元年度補正予算案額 50.0億円

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
省エネルギー課
03-3501-9726

事業の内容

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

事業イメージ

事業⽬的・概要
中⼩企業等の⼯場・事業場等における⽣産性及び省エネ性能の⾼い

⽣産設備投資を⽀援することで、エネルギーコストの低減及び⽣産性
の向上を促進し、競争⼒の強化に繋げます。

従来の事業（設備単位）では補助の対象外としていたレーザー加⼯
機や射出成形機など、⽣産性及び省エネ性能の⾼い特定の⽣産設
備を対象とし、導⼊する設備ごとの省エネ効果等で簡易に申請が⾏え
る制度を創設します。

成果⽬標
⽣産性及び省エネ性能の⾼い設備更新⽀援を通して、⻑期エネルギー

需給⾒通しにおける令和12年度の省エネ⽬標(5,030万kl)の達成に
寄与することを⽬指すとともに、中⼩企業者等のエネルギーコストの削減
及び⽣産性を向上させ、競争⼒を強化します。

⺠間企業等 事業者等

補助
（定額）

補助
（1/3）

省エネ性・⽣産性向上設備への更新等を⽀援省エネ性・⽣産性向上設備への更新等を⽀援

省エネ性・⽣産性の向上省エネ性・⽣産性の向上

競争⼒強化競争⼒強化

マシニングセンタ 射出成形機レーザ加⼯機

中⼩企業等の⼯場

対象者対象者

補助率補助率

国内で事業活動を営んでいる中⼩企業者等

１／３以内

国

※設備例
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（参考）「⽣産設備におけるエネルギー使⽤合理化等事業者⽀援事業費補助⾦」に係る補助事業者
（執⾏団体）募集要領（募集期間︓令和2年1⽉20⽇〜2⽉17⽇）



関東経済産業局ホームページ
https://www.kanto.meti.go.jp/

経済産業省 関東経済産業局
資源エネルギー環境部
省エネルギー対策課

TEL︓048-600-0362 FAX︓048-601-1302
☆ 関東経済産業局では、地域における省エネ活動を応援します︕︕

本資料に関するお問い合わせ

関東経済産業局では、省エネや節電活動に役⽴つ情報、エネルギーに関連する
情報を週１回メルマガ配信しています。この「エネマガ」を是⾮ともご活⽤く
ださい。 関東経済産業局 メルマガ


